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告　　　　示

○愛媛県告示第1126号

　愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年11月愛媛県告示第1275号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　

改　　　 正 　　　後 改　　　 正 　　　前

　（特定建設工事共同企業体の構成員の施工実績等）

第７条　構成員は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

　⑴・⑵　省略

　⑶�　県工事に対応する法の許可業種に係る監理技術者又は国家資

格を有する主任技術者を工事現場に専任で配置することができ

ること。ただし、法第26条第４項に規定する特例監理技術者

（以下「特例監理技術者」という。）を配置する場合にあって

は、この限りでない。

　（経常建設共同企業体の構成員の施工実績等）

第17条　構成員は、次に掲げる要件の全て　を満たすものとする。

　⑴・⑵　省略

　⑶�　県工事の請負金額が建設業法施行令（昭和31年政令第273

号）第27条第１項に規定する金額である場合にあっては、当該

県工事に対応する法の許可業種に係る監理技術者又は国家資格

を有する主任技術者を工事現場に専任で配置することができる

こと。ただし、特例監理技術者を配置する場合にあっては、こ

の限りでない。

　（地域維持型建設共同企業体の構成員の施工実績等）

第25条　構成員は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

　（特定建設工事共同企業体の構成員の施工実績等）

第７条　構成員は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

　⑴・⑵　省略

　⑶�　県工事に対応する法の許可業種に係る監理技術者又は国家資

格を有する主任技術者を工事現場に専任で配置することができ

ること。

　（経常建設共同企業体の構成員の施工実績等）

第17条　構成員は、次に掲げる要件のすべてを満たすものとする。

　⑴・⑵　省略

　⑶�　県工事の請負金額が建設業法施行令（昭和31年政令第273

号）第27条第１項に規定する金額である場合にあっては、当該

県工事に対応する法の許可業種に係る監理技術者又は国家資格

を有する主任技術者を工事現場に専任で配置することができる

こと。

　（地域維持型建設共同企業体の構成員の施工実績等）

第25条　構成員は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。
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　⑴・⑵　省略

　⑶�　県工事の請負金額が建設業法施行令第27条第１項に規定する

金額である場合にあっては、当該県工事に対応する法の許可業

種に係る監理技術者又は主任技術者を工事現場に専任で配置す

ることができること。ただし、特例監理技術者を配置する場合

にあっては、この限りでない。

　⑴・⑵　省略

　⑶�　県工事の請負金額が建設業法施行令第27条第１項に規定する

金額である場合にあっては、当該県工事に対応する法の許可業

種に係る監理技術者又は主任技術者を工事現場に専任で配置す

ることができること。

○愛媛県告示第1127号

　愛媛県復旧・復興建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成30年10月愛媛県告示第971号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行

する。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改　　　 正 　　　後 改　　　 正 　　　前

　（共同企業体の構成員の施工実績等）

第７条　構成員は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

　⑴・⑵　省略

　⑶�　土木工事業に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術

者を工事現場に専任で配置することができること。ただし、法

第26条第４項に規定する特例監理技術者を配置する場合にあっ

ては、この限りでない。

　（共同企業体の構成員の施工実績等）

第７条　構成員は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

　⑴・⑵　省略

　⑶�　土木工事業に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術

者を工事現場に専任で配置することができること。

○愛媛県告示第1128号

　愛媛県工事執行規程（昭和39年８月愛媛県告示第695号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改　　　 正 　　　後 改　　　 正 　　　前

様式第11号（第22条関係）

　省略

省略 省略

監理技術者 監理技術者補佐

省略

省略

　注　省略

様式第11号（第22条関係）

　省略

省略 省略

監理技術者

省略

省略

　注　省略

○愛媛県告示第1129号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、

神戸・橘一部土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県東予地方局長　齊　藤　直　樹　　　　　

　就　任

役員の種類 氏　　　　名 住　　　　　　　　　　所

理　事 伊　藤　龍　二 西条市中野甲1517番地2

〃 明　比　　　靖 西条市中野甲1612番地1

〃 松　本　省　三 西条市中野甲492番地

〃 丹　　　政　尚 西条市洲之内甲739番地

〃 近　藤　和　廣 西条市中野甲155番地

〃 宇佐美　金　正 西条市安知生45番地

〃 難波江　孝　雄 西条市西田甲509番地2

〃 日　野　哲　也 西条市坂元甲480番地4
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〃 村　上　和　孝 西条市野々市59番地

〃 高　橋　鉄　夫 西条市禎瑞931番地

監　事 伊　藤　依　英 西条市洲之内甲193番地

〃 三　浦　　　執 西条市中野乙77番地

〃 高　橋　謙　侍 西条市西泉乙381番地4

　退　任

役員の種類 氏　　　　名 住　　　　　　　　　　所

理　事 久　門　義　美 西条市中野甲1546番地

〃 明　比　　　勲 西条市中野甲924番地

〃 松　本　省　三 西条市中野甲492番地

〃 近　藤　和　廣 西条市中野甲155番地

〃 丹　　　政　尚 西条市洲之内甲739番地

〃 宇佐美　金　正 西条市安知生45番地

〃 西　坂　道　輝 西条市西田甲530番地

〃 日　野　哲　也 西条市坂元甲480番地4

〃 村　上　和　孝 西条市野々市59番地

〃 瀬　尾　宗　孝 西条市禎瑞641番地

監　事 高　橋　謙　侍 西条市西泉乙381番地4

〃 伊　藤　依　英 西条市洲之内甲193番地

〃 伊　藤　龍　二 西条市中野甲1517番地2

○愛媛県告示第1130号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、

西条市神戸土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県東予地方局長　齊　藤　直　樹　　　　　

　就　任

役員の種類 氏　　　　名 住　　　　　　　　　　所

理　事 青　野　秀　幸 西条市中野甲1098番地3

〃 髙　橋　信　晃 西条市中野甲1228番地10

〃 明　比　純　敬 西条市中野甲1604番地

〃 藤　田　茂　秋 西条市中野甲667番地

〃 國　田　喜　作 西条市中西381番地

〃 近　藤　德　雄 西条市洲之内甲627番地

〃 工　藤　清　志 西条市洲之内甲807番地2

〃 安　藤　勝　俊 西条市安知生652番地

〃 伊　丹　和　俊 西条市洲之内甲1403番地

監　事 塩　崎　隆　志 西条市中野甲320番地1

〃 西　原　　　昇 西条市安知生331番地2

〃 野　口　佳　子 西条市安知生705番地

　退　任

役員の種類 氏　　　　名 住　　　　　　　　　　所

理　事 青　野　秀　幸 西条市中野甲1098番地3

〃 髙　橋　信　晃 西条市中野甲1228番地10

〃 西　坂　増　美 西条市中野甲924番地

〃 藤　田　茂　秋 西条市中野甲667番地

〃 國　田　喜　作 西条市中西381番地

〃 近　藤　德　雄 西条市洲之内甲627番地

〃 工　藤　清　志 西条市洲之内甲807番地2

〃 安　藤　勝　俊 西条市安知生652番地

〃 野　口　公　哉 西条市安知生705番地

監　事 髙　木　　　一 西条市中野甲1532番地

〃 塩　崎　隆　志 西条市中野甲320番地1

〃 西　原　　　昇 西条市安知生331番地2

○愛媛県告示第1131号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県中予地方局長　東　　　公　弘　　　　　

検 査 済 証 の 番 号

及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は

工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称 　

開 発 許 可 を 受 け た

者 の 住 所 及 び 氏 名

２中局建(開)第25号

令和２年10月９日
伊予郡砥部町高尾田1065番１

松山市来住町1074番地８

　　愛花宅建　岡　花　良　一

○愛媛県告示第1132号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

　その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　
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道路の種類 路　　線　　名 区　　　　　　　　　　間
旧・新
別　　

敷　地　の
幅　　　員

メートル

延　　長

キロメートル

備　考

一 般 国 道 378号

宇和島市吉田町白浦字中島2033番４から

同町白浦字先浜2034番４まで
旧 5.9～18.4 0.027

宇和島市吉田町白浦字中島2033番４地先から

同町白浦字先浜2034番４地先まで
新 4.8～13.6 0.027

○愛媛県告示第1133号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

　その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　

道路の種類 路　　線　　名 供　　　　用　　　　開　　　　始　　　　の　　　　区　　　　間 供用開始の日

一 般 国 道 378号
宇和島市吉田町白浦字中島2033番４地先から

同町白浦字先浜2034番４地先まで
令和２年10月20日

○愛媛県告示第1134号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

　その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　

道路の種類 路　　線　　名 区　　　　　　　　　　間
旧・新
別　　

敷　地　の
幅　　　員

メートル

延　　長

キロメートル

備　考

一 般 国 道 441号 大洲市松尾707番７

旧 5.9～14.8 0.043

新 19.8～26.3 0.043

○愛媛県告示第1135号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

　その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　

道路の種類 路　　線　　名 供　　　　用　　　　開　　　　始　　　　の　　　　区　　　　間 供用開始の日

一 般 国 道 441号 大洲市松尾707番７ 令和２年10月20日

公　　　　告

○公　告

准看護師試験の施行について

　保健師助産師看護師法(昭和23年法律第203号)第18条の規定によ

り、令和２年度准看護師試験を次のとおり施行する。

　　令和２年10月20日

� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　

１　試験の場所

　　松山市道後町２丁目11－14

　　愛媛看護研修センター　２階大研修室

　　愛媛看護会館　２階第１研修室

２　試験の日時

　　令和３年２月16日（火）13時

３　試験願書の提出期間

　　令和２年12月４日（金）から11日（金）17時まで。

　　ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４　受験願書の請求先及び提出先

　　〒790-8570

　　松山市一番町四丁目４番地２

　　愛媛県保健福祉部社会福祉医療局医療対策課
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教育委員会規則

○愛媛県教育委員会規則第６号

　愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則及び愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する

規則を次のように定める。

　　令和２年10月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛媛県教育委員会

� 教育長　田　所　竜　二　　　　　

愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則及び愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正

する規則

　（愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則の一部改正）

第１条　愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則（昭和38年愛媛県教育委員会規則第15号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改　　　 正 　　　後 改　　　 正 　　　前

別表（第２条関係）

地

区

高等学校名
通学区域

本校 分校

省

略

南

予

地

区

省略 省略

宇和島東

津島

北宇和

三間

省略

省略

別表（第２条関係）

地

区

高等学校名
通学区域

本校 分校

省

略

南

予

地

区

省略 省略

宇和島東

北宇和

省略

三間

津島

省略

　（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部改正）

第２条　愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（昭和39年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のよう

に改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改　　　 正 　　　後 改　　　 正 　　　前

別表第１の１（第２条関係）

学校名

全日制の課程 定時制の課程

修業

年限
学科

生徒

定員

修業

年限
学科

昼

夜

別

生徒

定員

川之江高

等学校

３年 普通科 720 省略

省略

北条高等

学校

３年 総合学科 480

別表第１の１（第２条関係）

学校名

全日制の課程 定時制の課程

修業

年限
学科

生徒

定員

修業

年限
学科

昼

夜

別

生徒

定員

川之江高

等学校

３年 普通科 760 省略

省略

北条高等

学校

３年 総合学科 520
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省略

伊予高等

学校

３年 普通科 840

省略

宇和島東

高等学校

省略

津島分校 ３年 普通科 180

省略

北宇和高

等学校

省略

三間分校 ３年 普通科

農業機械科

90

90

省略

　備考　省略

別表第３（第３条関係）

学校名 修業年限 生徒定員

今治東中等教育学校 ６年 920

省略

宇和島南中等教育学校 ６年 920

　備考　省略

別表第４（第４条関係）

学校名

学校が

行う教

育の対

象者　

部 修業年限 学科 生徒定員

省略

みなら特

別支援学

校

知的障

害者

省略

高 等

部

本

科

３年 普通科

産業科

160

48

省略

宇和特別

支援学校

聴覚障

害者 幼稚部

３年保育

２年保育

１年保育

10

10

5

省略

省略

省略

川西分校 省略

みしま分

校

知的障

害者

小学部 ６年

中学部 ３年

　備考　省略

省略

伊予高等

学校

３年 普通科 920

省略

宇和島東

高等学校

省略

省略

三間高等

学校

３年 普通科

農業機械科

90

90

北宇和高

等学校

省略

津島高等

学校

３年 普通科 180

省略

　備考　省略

別表第３（第３条関係）

学校名 修業年限 生徒定員

今治東中等教育学校 ６年 940

省略

宇和島南中等教育学校 ６年 940

　備考　省略

別表第４（第４条関係）

学校名

学校が

行う教

育の対

象者　

部 修業年限 学科 生徒定員

省略

みなら特

別支援学

校

知的障

害者

省略

高 等

部

本

科

３年 普通科

産業科

150

48

省略

宇和特別

支援学校

聴覚障

害者 幼稚部

３年保育

２年保育

１年保育

5

10

5

省略

省略

省略

川西分校 省略

　備考　省略
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　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、令和３年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則施行の際現に三間高等学校及び津島高等学校に在学する生徒は、その時においてそれぞれ北宇和高等学校三間分校及び宇和島

東高等学校津島分校の生徒となるものとする。

　（高等学校の入学定員の特例）

３　第２条の規定による改正後の愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（以下「改正後の県立学校の生徒定

員等に関する規則」という。）別表第１の１備考２本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の学科については、令和３年度におけ

る第１学年の入学定員は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名

全日制の課程

学科 入学定員

伊予高等学校 普通科 240

　（中等教育学校の入学定員の特例）

４　改正後の県立学校の生徒定員等に関する規則別表第３備考１の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校については、令和３年度におけ

る第１学年の入学定員は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名 入学定員

今治東中等教育学校 140

宇和島南中等教育学校 140

　（特別支援学校の入学定員の特例）

５　改正後の県立学校の生徒定員等に関する規則別表第４備考本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校については、令和３年度にお

ける第１学年の入学定員は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名
学校が行う教育

の対象者　　　
部 修業年限 学科 入学定員

みなら特別支援学校 知的障害者 高等部 本科 ３年 普通科 60

宇和特別支援学校 聴覚障害者 幼稚部 ３年保育 5
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教育委員会告示

○愛媛県教育委員会告示第６号

　令和３年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項を次のように

定める。

　　令和２年10月20日

　　　　　　　　　　　　愛媛県教育委員会

� 教育長　田　所　竜　二　　　　　

令和３年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項

　令和３年度愛媛県県立高等学校の入学者の選抜は、この要項に基

づいて実施する。ただし、通信制の課程及び専攻科の入学者の選抜

は、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が別に定

める要領により行う。

第１　募集

　１　令和３年度愛媛県県立高等学校の第１学年の募集定員は、別

に定める。

　２　職業教育を主とする学科のうち、農業、工業、商業及び水産

に関する各学科においては、それぞれに属する２以上の小学科

について、一括して募集すること（以下「くくり募集」という。）

ができる。

　　　また、国際文理国際科及び国際文理理数科（以下「国際文理

科」という。）についてはくくり募集する。

　　　さらに、理数科及び国際文理科については、普通科とのくく

り募集ができる。

第２　通学区域

　　通学区域は、愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則（昭

和38年愛媛県教育委員会規則第15号）の定めるところによる。

　　なお、教育長が別に定める学科にあっては、通学区域によらな

いことができる募集定員の割合をあらかじめ定めた上で全国の区

域から志願者を募集すること（以下「全国募集」という。）がで

きる。

第３　一般入学者選抜

　１　実施学科

　　　令和３年度入学者の募集を行う全日制の課程及び定時制の課

程の全ての学科について実施する。

　２　募集人員

　　　一般入学の募集人員は、全日制の課程にあっては当該学科の

募集定員から当該学科の推薦入学確約者数を差し引いた数と、

定時制の課程にあっては当該学科の募集定員とする。

　　　なお、くくり募集をする学科にあっては、当該募集の単位を

もって学科とみなす。

　３　出願

　　⑴　出願資格

　　　　入学を志願できる者は、次のいずれかに該当する者とす

る。

　　　ア　令和３年３月末日までに中学校若しくはこれに準ずる学

校若しくは義務教育学校（以下「中学校等」という。）を

卒業する見込みの者又は中等教育学校の前期課程を修了す

る見込みの者

　　　イ　中学校等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程を修

了した者

　　　ウ　中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

る者

　　⑵　出願期間

　　　ア　出願期間は、令和３年２月19日（金）午前９時から同月

25日（木）正午までとし、受付時間は、土曜日、日曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規

定する休日（以下「休日」という。）を除く日の午前９時

から午後４時まで（同月25日（木）にあっては、午前９時

から正午まで）とする。

　　　　　なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

　　　イ　保護者の転勤に伴う県外からの出願については、⑸の志

願変更期間中も出願することができる。

　　⑶　出願制限

　　　ア　入学志願者は、二つ以上の県立高等学校又は課程に出願

することはできない。

　　　イ　入学志願者は、次のア又はイに該当する場合を除いて

は、二つ以上の学科に出願することはできない。

　　　　ア　同一学校、同一課程の農業、工業、商業又は水産に関

する各学科のいずれかに属する二つの小学科を志望する

場合で、当該小学科のうち一つの小学科を第２志望とす

るとき。この場合において、くくり募集をする小学科に

あっては、当該募集の単位をもって一つの小学科とみな

す。

　　　　イ　理数科又は国際文理科に出願する場合で、当該県立高

等学校の普通科を第２志望とするとき。

　　⑷　出願手続

　　　ア　入学志願者は、入学願書に入学選考料（全日制の課程

2，200円、定時制の課程950円）に相当する愛媛県収入証紙

を貼付し、受検票を添え、在籍又は出身の中学校等又は中

等教育学校の校長（以下「中学校長」という。）を経て（在

籍及び出身の中学校等及び中等教育学校のない場合にあっ

ては、直接）、志願先の高等学校の校長（以下「志願先高

等学校長」という。）に提出しなければならない。

　　　イ　県外からの出願手続は、次のとおりとする。

　　　　ア　県外からの入学志願者は、アにより提出する書類に愛

媛県県立高等学校入学志願理由書を添えて提出しなけれ

ばならない。ただし、志願変更期間中における保護者の

転勤に伴う県外からの出願については、愛媛県県立高等

学校入学志願理由書に代えて、保護者の転勤に伴う入学

志願許可申請書を提出しなければならない。

　　　　イ　高等学校長は、入学志願理由書又は入学志願許可申請

書の提出があった場合は、志願の理由が適当と認められ

た者について、出願期間中（保護者の転勤に伴う志願変

更期間中の出願にあっては、志願変更期間中）に、県外

からの入学志願者受付承認願２部を教育長に提出し、承

認を受けるものとする。

　　　ウ　中学校長は、受検に当たって特別な措置が必要と判断さ

れる者が志願する場合には、令和３年１月15日（金）まで

に学力検査に関する特別措置願を志願先高等学校長に提出

するものとする。

　　　　　高等学校長は、特別措置願の提出があった場合は、その

写しを令和３年１月22日（金）までに教育長に提出し、協

議するものとする。
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　　　エ　中学校等又は中等教育学校において年間30日以上の長期

欠席のある入学志願者は、本人の希望により、欠席の理由

等を記載した自己申告書（厳封すること。）を入学願書に

添え、志願先高等学校長に提出することができる。

　　　オ　海外帰国生徒等としての扱いを希望する場合の手続は、

次のとおりとする。

　　　　ア　海外帰国生徒等としての扱いを希望する者は、令和３

年１月15日（金）までに海外帰国生徒等取扱措置願を志

願先高等学校長に提出しなければならない。ただし、や

むを得ない事情で、期限内に提出ができない場合は、そ

の事情を記した事由書を添えて提出するものとする。

　　　　イ　高等学校長は、海外帰国生徒等取扱措置願の提出が

あった場合は、その写しを令和３年１月22日（金）まで

に教育長に提出し、当該者の海外現地校在学その他海外

経験等の事情を勘案し、学力検査の実施等に関し講ずべ

き措置について協議するものとする。

　　　　ウ　海外帰国生徒等とは、保護者とともに県内に住所を有

する者又は入学日までに県内に住所を有する予定の者

で、帰国後の期間（帰国した日から令和３年２月18日ま

での期間をいう。）が３年以内であり、かつ、外国にお

ける在住期間が、帰国時から遡り継続して１年以上であ

るものをいう。ただし、保護者が引き続き海外に居住す

る場合は、身元引受人を保護者とみなす。

　　⑸　志願変更

　　　　出願手続を終えた者で、学校、課程又は学科の志願変更を

希望するものは、令和３年２月26日（金）午前９時から同年

３月４日（木）正午までの間に、いずれの学校、いずれの課

程、いずれの学科へでも１回に限り志願変更をすることがで

きる。この場合において、定時制の課程から全日制の課程へ

志願変更をするときは、入学選考料の不足額（1，250円）に

相当する愛媛県収入証紙を添えなければならない。

　　　　志願変更の受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前

９時から午後４時まで（同年３月４日（木）にあっては、午

前９時から正午まで）とする。

　４　報告書

　　⑴　中学校長は、次の報告書を、令和３年２月26日（金）午前

９時から同年３月４日（木）正午までの間に、志願先高等学

校長に提出するものとする。

　　　ア　調査書

　　　イ　学習成績等一覧表

　　⑵　中学校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を提出でき

ないときは、その事情を記した事由書及び当該報告書に代わ

る参考資料を提出するものとする。

　　⑶　志願先高等学校長は、報告書の内容について、必要があれ

ば中学校長に説明を求めることができる。

　５　学力検査等

　　⑴　学力検査

　　　　入学志願者全員に対して、次により学力検査を行う。

　　　ア　検査教科

　　　　ア　全日制の課程

　　　　　　国語、社会、数学、理科及び英語の５教科とする。

　　　　イ　定時制の課程

　　　　　　国語並びに社会、数学、理科及び英語のうちから入学

志願者が選択する２教科の３教科とする。

　　　イ　検査問題

　　　　　令和３年度の愛媛県県立高等学校等の入学者等の選抜に

係る学力検査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の

期日及び合格者の発表の日について（令和２年５月22日愛

媛県教育委員会公告）１⑴イ及び令和３年度の愛媛県県立

高等学校等の入学者等の選抜に係る学力検査の出題範囲の

縮小について（令和２年９月11日愛媛県教育委員会公告）

１に定めるところによる。

　　⑵　実技テスト

　　　　今治工業高等学校繊維デザイン科及び松山南高等学校砥部

分校デザイン科（以下「工業に関するデザイン科」という。）

の入学志願者（当該学科を第２志望とする者を含む。⑶にお

いて同じ。）に対して、実技テストを行う。

　　　　実技テストは、基本的な題材を鉛筆で表現するものとし、

内容については、当日指示する。

　　⑶　面接

　　　ア　入学志願者全員に対して、面接を行う。

　　　イ　工業に関するデザイン科の入学志願者の面接は、実技テ

スト終了後に行う。

　　⑷　期日及び日程

期　日 時　間 教　科　等

令和３年
３月11日（木）

９：00～９：30 点呼・受検上の注意

９：45～10：30 国　　　語

10：45～11：10 　　　  国　　　語（作文）

11：25～12：15 理　　　科

12：15～13：10 （昼　　　食）

13：15～14：05 社　　　会

令和３年
３月12日（金）

９：00～９：30 点呼・受検上の注意

９：45～10：35 数　　　学

10：50～11：50 英　　　語

11：50～12：50 （昼　　　食）

13：00～　　　

面　　　接
（工業に関するデザイン科
にあっては、実技テスト
（30分）終了後に面接）

　　⑸　検査場

　　　　検査場は、志願先の高等学校（本校又は分校）とする。

　６　入学者の選抜方法

　　⑴　高等学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び実

技テストの結果を資料とし、当該高等学校、学科等の特色を

踏まえて、その教育を受けるに足る能力、適性等を総合的に

判定して入学者を選抜する。

　　⑵　合格者の決定は、次の方法による。

　　　ア　全日制の課程

　　　　ア　学力検査の成績は、各教科50点満点とし、合計250点

満点とする。ただし、理数科及び総合学科については、

傾斜配点を実施することができる。この場合において、

理数科にあっては数学と理科の得点を、総合学科にあっ

ては５教科の中で得点が高い２教科の得点を1.5倍して、

それぞれ75点満点とし、検査を実施する５教科の合計を

300点満点とする。
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　　　　イ　調査書点（調査書の各教科の学習の記録の第１学年か

ら第３学年までにおいて履修した必修教科の評定の合計

をいう。以下同じ。）は、135点満点とする。

　　　　ウ　調査書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及

び実技テストの評価方法等については、高等学校長が定

めるものとする。

　　　　エ　次の第１選抜及び第２選抜の順に選抜し、合格者を決

定する。ただし、入学志願者数が募集人員を下回ってい

る場合は、ａ及びｂ中「募集人員」とあるのは、「入学

志願者数」と読み替えるものとする。

　　　　　ａ　第１選抜

　　　　　　　調査書点が上位から募集人員の90パーセント程度以

内にある者のうち、調査書の記録並びに面接及び実技

テストの結果が良好な者を対象にして、学力検査の成

績の上位順に募集人員の70パーセント程度の者を選抜

する。この場合において、農業、工業、商業若しくは

水産に関する各学科、理数科又は国際文理科にあって

は、当該学科を第１志望とする者を対象とする。

　　　　　ｂ　第２選抜

　　　　　　　第１選抜で選抜されなかった全ての者を対象に、学

力検査の成績に基づく得点（以下「Ａ」という。）、調

査書点に基づく得点（以下「Ｂ」という。）、調査書の

各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及び実技テ

ストの評価に基づく得点（以下「Ｃ」という。）を用

いて、募集人員の30パーセント程度の者を選抜する。

この場合において、農業、工業、商業若しくは水産に

関する各学科、理数科又は国際文理科を置く高等学校

における普通科の第２選抜については、当該学科を第

２志望とする者も対象に含むものとする。

　　　　　　　Ａ、Ｂ及びＣの合計は500点満点とする。また、Ａ、

Ｂ及びＣの満点の比率は、Ａは３から６までの、Ｂ及

びＣは２から４までの範囲の整数とし、Ａ、Ｂ及びＣ

の満点の比率の合計が10となるように高等学校長が当

該高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

　　　　　　　なお、学力検査の成績、調査書の記録又は面接若し

くは実技テストの結果のいずれかにより成業の見込み

がないと判断した場合には、合格者としない。

　　　　　　　おって、具体的な得点の算出方法は次の表のとお

り。

【普通科及び専門学科（理数科を除
く。）】

【理数科及び総合学科】

満点の
比率　

得点を算
出すると
きに乗じ
る数　　

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点　　

満点の
比率　

得点を算
出すると
きに乗じ
る数　　

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点　　

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２

50x
----
250

50y
----
135

300 100 100 ６ ２ ２

50x
----
300

50y
----
135

300 100 100

５ ３ ２ 250 150 100 ５ ３ ２ 250 150 100

５ ２ ３ 250 100 150 ５ ２ ３ 250 100 150

４ ４ ２ 200 200 100 ４ ４ ２ 200 200 100

４ ３ ３ 200 150 150 ４ ３ ３ 200 150 150

４ ２ ４ 200 100 200 ４ ２ ４ 200 100 200

３ ４ ３ 150 200 150 ３ ４ ３ 150 200 150

３ ３ ４ 150 150 200 ３ ３ ４ 150 150 200

注１　Ａの満点の比率をｘと、Ｂの満点の比率をｙとする。

　２　学力検査の成績に
50x
----
250

又は
50x
----
300

を乗じてＡを、調査書点に

　　
50y
----
135を乗じてＢを算出するときは、分子を乗じた後に分母で除

　　すること（小数点以下の端数が生じる場合は、切り上げるもの

　　とする。）。

　　　＜普通科の算出例＞

　　　　　普通科でＡ、Ｂ、Ｃの満点の比率をそれぞれ６、２、

　　　　　２とした場合

　　　　　Ａ＝学力検査の成績×
300
----
250（300点満点）

　　　　　Ｂ＝調査書点×
100
----
135 （100点満点）

　　　　　Ｃ＝調査書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面

　　　　　　　接及び実技テストの評価の得点を換算（100点満

　　　　　　　点）

　　　イ　定時制の課程

　　　　ア　学力検査の成績は、検査を実施する３教科とも50点満

点とし、合計150点満点とする。

　　　　イ　調査書点は、135点満点とする。

　　　　ウ　合格者の決定方法は、全日制の課程に準ずる。ただし、

高等学校長の判断により、第１選抜を行わず、第２選抜

の方法のみによって全ての合格者を決定することができ

る。

　　　　　　また、第２選抜のＡ、Ｂ及びＣの満点の比率及び得点

については全日制の課程に準ずるものとし、高等学校長

が当該高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

　　　　　　第２選抜における具体的な得点の算出方法は、次の表

のとおり。

満点の
比率　

得点を算
出すると
きに乗じ
る数　　

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点　　

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２

50x
----
150

50y
----
135

300 100 100

５ ３ ２ 250 150 100

５ ２ ３ 250 100 150

４ ４ ２ 200 200 100

４ ３ ３ 200 150 150

４ ２ ４ 200 100 200

３ ４ ３ 150 200 150

３ ３ ４ 150 150 200

注１　Ａの満点の比率をｘと、Ｂの満点の比率をｙとする。

　２　学力検査の成績に
50x
----
150

を乗じてＡを、調査書点に
50y
----
135

を乗じ

　　てＢを算出するときは、分子を乗じた後に分母で除すること

　　（小数点以下の端数が生じる場合は、切り上げるものとする。）。

　　⑶　通学区域外からの入学志願者については、愛媛県県立高等

学校の通学区域に関する規則の規定に従って選抜する。

　　⑷　海外帰国生徒等の入学志願者で、第３の３⑷オイの協議に

おいて措置を講ずる必要があると認められたものについて

は、⑴及び⑵にかかわらず、高等学校長は、当該協議に基づ

き、当該高等学校の教育を受けるに足る能力、適性等を総合

的に判定して入学者を選抜する。この場合において、当該高

等学校の第１学年の学級数を限度とする員数については、募

集定員を超えることができるものとする。

　　⑸　入学志願者から提出された自己申告書については、記載さ

れた内容によって不利が生ずることのないよう、選抜に際し

て入学志願者を理解するための補助資料として扱うものとす

る。

　７　合格者の発表

　　　合格者の発表は、令和３年３月18日（木）午前10時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

　８　学力検査の得点等の口頭による開示請求

　　⑴　学力検査の得点等については、愛媛県個人情報保護条例

（平成13年愛媛県条例第41号）第29条第１項の規定に基づ

き、口頭により開示請求をすることができる。
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　　⑵　口頭による開示請求をすることができる期間は、令和３年

３月18日（木）から１月間とする。

　　⑶　口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び休日を除く日の午前９時（令和３年３月18日（木）にあっ

ては、午前10時）から午後５時（夜間定時制課程にあっては、

午後９時）までの間に、志願先の高等学校で行うこと。

　　　　なお、電話、はがき等による請求はできない。

　　⑷　開示内容については、次のとおりとする。

　　　　調査書点並びに学力検査の教科別得点及びその合計得点

第４　推薦入学者選抜

　１　実施学科

　　　令和３年度入学者の募集を行う全日制の課程の全ての学科に

ついて実施する。

　２　募集人員

　　⑴　推薦入学の募集人員は、普通科、理数科及び国際文理科に

あっては当該学科の募集定員の５パーセントから15パーセン

トまで程度の範囲内で、職業教育を主とする学科及び総合学

科にあっては当該学科の募集定員の20パーセントから30パー

セントまで程度の範囲内で、高等学校長が当該高等学校の学

科ごとに定め、事前に公表する。

　　　　なお、くくり募集をする学科にあっては、当該募集の単位

をもって学科とみなす。

　　⑵　全国募集を実施する学科にあっては、⑴の募集人員とは別

枠として、県外の中学校等を卒業する見込みの者又は県外の

中等教育学校の前期課程を修了する見込みの者を対象に推薦

入学者を募集すること（以下「県外推薦入学者募集」という。）

ができる。

　３　出願

　　⑴　出願資格

　　　ア　推薦入学を志願できる者は、令和３年３月末日までに県

内の中学校等を卒業する見込みの者又は県内の中等教育学

校の前期課程を修了する見込みの者（県外推薦入学者募集

にあっては、県外の中学校等を卒業する見込みの者又は県

外の中等教育学校の前期課程を修了する見込みの者）で

あって、次の要件の全てに該当し、かつ、在籍の中学校等

又は中等教育学校の校長（以下「在籍中学校長」という。）

が推薦するものとする。

　　　　ア　当該高等学校・学科を志望する動機や理由が明白で適

切であること。

　　　　イ　当該高等学校・学科に適性及び興味・関心を有するこ

と。

　　　　ウ　人物が優れていること。

　　　　エ　調査書の記録が良好であり、当該高等学校・学科にお

ける学習活動に成果が期待できること。

　　　　オ　次の要件のいずれかに該当すること。

　　　　　ａ　特別活動において優れた実績を有すること。

　　　　　ｂ　校内外のスポーツ活動、文化活動、奉仕活動等のう

ち、いずれかの分野において、熱心な活動が見られる

こと又は優れた成果を上げていること。

　　　　　ｃ　理数科、国際文理科又は職業教育を主とする学科を

志願する者にあっては、調査書の各教科の学習の記録

のうち、それぞれの学科に関連した教科において秀で

ていること。

　　　イ　出願資格の詳細については、高等学校長が、当該高等学

校の教育目標、学科の特色、地域性等を十分考慮して定め

るものとする。

　　⑵　出願期間

　　　　出願期間は、令和３年１月21日（木）午前９時から同月28

日（木）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除

く日の午前９時から午後４時まで（同月28日（木）にあって

は、午前９時から正午まで）とする。

　　　　なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

　　⑶　出願制限

　　　　推薦入学志願者は、二つ以上の県立高等学校又は学科に出

願することはできない。ただし、くくり募集をする学科に

あっては、当該募集の単位をもって学科とみなす。

　　⑷　出願手続

　　　ア　在籍中学校長は、推薦に当たっては、在籍中学校長を委

員長とする推薦委員会を設け、適切な推薦入学志願者を決

定するものとする。

　　　イ　在籍する中学校等又は中等教育学校において推薦入学志

願者として認められた者は、推薦入学願書に入学選考料

（2，200円）に相当する愛媛県収入証紙を貼付し、推薦入

学受検票及び自己アピール書とともに、在籍中学校長に提

出しなければならない。

　　　ウ　在籍中学校長は、推薦入学願書、推薦入学受検票及び自

己アピール書を報告書とともに、出願期間内に志願先高等

学校長に提出するものとする。

　　　エ　県外推薦入学者募集の出願手続は、次のとおりとする。

　　　　ア　県外推薦入学者募集の志願者は、イにより提出する書

類に愛媛県県立高等学校入学志願理由書を添えて提出し

なければならない。

　　　　イ　高等学校長は、入学志願理由書の提出があった場合

は、志願の理由が適当と認められた者について、出願期

間中に、県外からの入学志願者受付承認願２部を教育長

に提出し、承認を受けるものとする。

　４　報告書

　　　在籍中学校長から志願先高等学校長に提出する報告書は次の

とおりとする。

　　⑴　調査書

　　⑵　推薦書

　５　作文、小論文、面接、集団討論等

　　⑴　作文、小論文、面接及び集団討論

　　　　推薦入学志願者全員に対して、作文及び小論文のうちから

少なくとも一つ並びに面接及び集団討論のうちから少なくと

も一つの合わせて二つ以上を行う。

　　　　なお、作文、小論文、面接及び集団討論の選定その他実施

内容は、高等学校長が当該高等学校の学科ごとに定め、事前

に公表する。

　　⑵　実技テスト

　　　　工業に関するデザイン科の推薦入学志願者に対して、実技

テストを行う。

　　　　実技テストは、基本的な題材を鉛筆で表現するものとし、

内容については、当日指示する。

　　⑶　学力検査
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　　　　学力検査は、行わない。

　　⑷　期日及び日程

期　日 時　間
作文・小論文、面接・集団討論
等

令和３年
２月９日（火）

９：00～ 点呼・受検上の注意

点呼・受検上
の注意終了後

作文・小論文

作文・小論文
終了後

面接・集団討論
（工業に関するデザイン科に
あっては、実技テスト（30分）
終了後に面接・集団討論）

　　⑸　検査場

　　　　検査場は、志願先の高等学校（本校又は分校）とする。

　６　推薦入学者の選抜方法

　　　高等学校長は、自己アピール書、報告書並びに作文、小論文、

面接、集団討論及び実技テストの結果を資料とし、当該高等学

校、学科等の特色を踏まえて総合的に判定し、推薦入学者を選

抜する。

　７　合格内定者の通知

　　⑴　高等学校長は、令和３年２月16日（火）午前10時から同月

18日（木）正午までの間に、在籍中学校長に選抜の結果を推

薦入学者選抜結果通知書により通知するとともに、合格内定

通知書を交付する。

　　⑵　在籍中学校長は、合格内定者に合格内定通知書及び入学確

約書の用紙を交付するものとする。

　　⑶　合格内定通知書の交付を受けた者は、在籍中学校長を通

じ、入学確約書を令和３年２月22日（月）正午までに志願先

高等学校長に提出しなければならない。

　８　合格者の発表

　　　合格者の発表は、令和３年３月18日（木）午前10時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

第５　定時制の課程の第２次募集

　１　実施学科

　　　令和３年３月11日（木）及び12日（金）に実施した一般入学

者選抜（以下「第１次募集」という。）における合格者数が募

集定員に満たない定時制の課程の学科について、第２次募集を

行うものとする。

　２　募集人員

　　　募集定員から第１次募集における合格者数を差し引いた数を

第２次募集の募集人員とし、令和３年３月18日（木）午前10時

に、当該高等学校に掲示する。

　３　出願

　　⑴　出願資格

　　　　第３の３⑴に定める出願資格を有する者とする。

　　⑵　出願期間

　　　　出願期間は、令和３年３月19日（金）午前９時から同月25

日（木）正午までとし、受付時間は、土曜日、日曜日及び休

日を除く日の午前９時から午後４時まで（同月25日（木）に

あっては、午前９時から正午まで）とする。

　　　　なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

　　⑶　出願制限及び出願手続

　　　　第１次募集の場合に準ずる。

　　⑷　志願変更

　　　　志願変更は、できないものとする。

　４　報告書

　　　第１次募集の場合に準ずる。ただし、提出期間は、令和３年

３月19日（金）午前９時から同月25日（木）正午までとし、学

習成績等一覧表は、提出を要しない。

　５　学力検査等

　　　第１次募集の場合に準ずる。ただし、学力検査及び面接の実

施期日及び日程は、次による。

期　日 時　間 教　科　等

令和３年
３月30日（火）

９：30～10：00 点呼・受検上の注意

10：15～10：45 国　　　語

11：00～12：00
社会・数学・理科・英語の
うち２教科を選択受検　　

12：00～13：00 （昼　　　食）

13：10～　　　 面　　　接

　６　入学者の選抜方法

　　　第１次募集の場合に準ずる。

　７　合格者の発表

　　　合格者の発表は、令和３年３月31日（水）午前10時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

　８　学力検査の得点等の口頭による開示請求

　　　第１次募集の場合に準ずる。ただし、口頭による開示請求を

することができる期間は、令和３年３月31日（水）から１月間

とする。

第６　その他

　１　既に納付した入学選考料は、一切返還しない。

　２　出願に関して、虚偽又は不正の事実が判明した場合は、高等

学校長は、当該生徒の合格又は入学許可を取り消すものとす

る。

　３　この要項に定めるもののほか、入学者選抜に関し必要な事項

は、教育長が定める。

○愛媛県教育委員会告示第７号

　令和３年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項を次のよ

うに定める。

　　令和２年10月20日

　　　　　　　　　　　　愛媛県教育委員会

� 教育長　田　所　竜　二　　　　　

令和３年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項

　令和３年度愛媛県県立中等教育学校の入学者の選考は、この要項

に基づいて実施する。ただし、第４学年の欠員補充のための編入学

については、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）

が別に定める要領により行う。

１　募集人員

　　令和３年度県立中等教育学校の第１学年の募集人員は、次のと

おりとする。

　　愛媛県立今治東中等教育学校　　　140名

　　愛媛県立松山西中等教育学校　　　160名

　　愛媛県立宇和島南中等教育学校　　140名

２　通学区域

　　通学区域は、愛媛県県立中等教育学校の通学区域に関する規則

（平成14年愛媛県教育委員会規則第14号）の定めるところによ

る。
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３　出願資格

　　入学を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。

　⑴　令和３年３月末日までに県内の小学校又はこれに準ずる学校

（以下「小学校等」という。）を卒業する見込みの者

　⑵　令和３年３月末日までに県外の小学校等を卒業する見込みの

者又は県外の義務教育学校の前期課程を修了する見込みの者

で、教育長が特別に出願を認めたもの

４　出願期間

　　出願期間は、令和２年12月11日（金）午前９時から同月17日

（木）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の

午前９時から午後４時まで（同月17日（木）にあっては、午前９

時から正午まで）とする。

　　なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

５　出願手続

　⑴　入学志願者は、入学志願書に入学選考料（2,200円）に相当

する愛媛県収入証紙を貼付し、入学志願理由書、受検票及び入

学予定者選考結果通知用の返信用封筒（長形３号とし、必ず宛

先を明記して84円切手を貼ること。）を添え、在籍する小学校

等又は義務教育学校の校長（以下「小学校長」という。）を経て、

志願先の中等教育学校の校長（以下「志願先中等教育学校長」

という。）に提出しなければならない。

　⑵　入学志願者は、二つ以上の県立中等教育学校に出願すること

はできない。

　⑶　県外からの出願手続は、次のとおりとする。

　　ア　県外からの入学志願者は、⑴により提出する書類に県外か

らの入学志願事由書を添えて提出しなければならない。

　　イ　志願先中等教育学校長は、志願の事由が適当と認められた

者について、出願期間中に、県外からの入学志願受付承認願

２部を教育長に提出し、承認を受けるものとする。

　⑷　小学校長は、受検に当たって特別な措置が必要と判断される

者が志願する場合には、令和２年12月４日（金）までに作文、

適性検査及び面接に関する特別措置願を志願先中等教育学校長

に提出するものとする。

　　　中等教育学校長は、特別措置願の提出があった場合は、その

写しを令和２年12月10日（木）までに教育長に提出し、協議す

るものとする。

　⑸　海外帰国児童等としての扱いを希望する場合の手続は、次の

とおりとする。

　　ア　海外帰国児童等としての扱いを希望する者は、令和２年12

月４日（金）までに海外帰国児童等取扱措置願を志願先中等

教育学校長に提出しなければならない。ただし、やむを得な

い事情で、期限内に提出ができない場合は、その事情を記し

た事由書を添えて提出するものとする。

　　イ　中等教育学校長は、海外帰国児童等取扱措置願の提出が

あった場合は、その写しを令和２年12月10日（木）までに教

育長に提出し、当該者の海外現地校在学その他海外経験等の

事情を勘案し、適性検査の実施等に関し講ずべき措置につい

て協議するものとする。

　　ウ　海外帰国児童等とは、保護者とともに県内に住所を有する

者又は令和３年４月１日までに県内に住所を有する予定の者

で、帰国後の期間（帰国した日から令和２年12月10日までの

期間をいう。）が３年以内であり、かつ、外国における在住

期間が、帰国時から遡り継続して１年以上であるものをい

う。ただし、保護者が引き続き海外に居住する場合は、身元

引受人を保護者とみなす。

６　志願者数の状況等の公表

　　中等教育学校長は、出願期間中、その学校の募集人員及び志願

者数の状況を、学校のホームページに掲載し、及び学校の適当な

場所に掲示するものとする。

７　調査書の提出

　⑴　小学校長は、調査書を令和２年12月25日（金）、同月28日（月）

又は令和３年１月４日（月）から同月６日（水）までの午前９

時から午後４時までの間に、志願先中等教育学校長に提出する

ものとする。

　⑵　小学校長は、やむを得ない事情で調査書を提出できないとき

は、その事情を記した事由書及び当該調査書に代わる参考資料

を提出するものとする。

　⑶　志願先中等教育学校長は、調査書の内容について、必要があ

れば小学校長に説明を求めることができる。

８　受検票の交付

　　中等教育学校長は、令和２年12月25日（金）から令和３年１月

６日（水）までの間に、受検番号等を記入した受検票を小学校長

を通じて入学志願者に交付する。

９　作文、適性検査及び面接

　　入学志願者全員に対して、次により作文、適性検査及び面接を

行う。

　⑴　作文

　　　作文の字数は、600字程度とする。

　⑵　適性検査

　　　入学志願者の多様な個性や能力などの優れた面を評価すると

ともに、関心・意欲・態度・社会性など学びへの姿勢を問うも

のとする。

　⑶　面接

　　　入学志願者全員に対して、グループ面接を行う。

　⑷　期日及び日程

期　日 時　間 検　査　等

令和３年
１月９日（土）

８：50　　　　 集合（志願先中等教育学校）

９：00～９：25 点呼、受検上の注意

９：40～10：30 作　　文

10：50～11：50 適性検査

11：50～12：40 （昼　　食）

12：40～　　　 面　　接

　⑸　検査場

　　　検査場は、志願先の中等教育学校とする。

　⑹　受検に当たっての留意事項

　　ア　作文、適性検査及び面接とも、開始５分前までに入室する

こととし、その開始の時刻までに入室しない者は、原則とし

てその時間の検査等を受検できないものとする。

　　イ　当日の持参品は、次のとおりとする。

　　　　受検票、鉛筆（シャープペンシルも可）、鉛筆削り、消し

ゴム、定規、下敷き（無地）、弁当

　　ウ　イの持参品以外のもの（計算・翻訳・通信等の機能をもっ

た物品等）の検査場への持込みは、禁止する。
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10　入学予定者の選考

　　中等教育学校長は、入学志願理由書、調査書並びに作文、適性

検査及び面接の結果を資料として、当該中等教育学校の特色を踏

まえ、入学志願者の意欲や適性等を総合的に判断して、入学予定

者を選考する。

　⑴　調査書の記録並びに作文、適性検査及び面接の取扱いについ

ては、次の方法により行うものとする。

　　ア　調査書の記録の評価は、50点満点とし、評価方法等につい

ては、中等教育学校長が定める。

　　イ　作文、適性検査及び面接の評価は、それぞれ50点満点とす

る。

　⑵　入学志願理由書については、記載された内容によって不利が

生ずることのないよう、選考に際して入学志願者を理解するた

めの補助資料として扱うものとする。

　⑶　通学区域外からの入学志願者については、愛媛県県立中等教

育学校の通学区域に関する規則の規定に従って選考する。

　⑷　海外帰国児童等の入学志願者で、５⑸イの協議において措置

を講ずる必要があると認められたものについては、⑴にかかわ

らず、中等教育学校長は、当該協議に基づき、入学志願者の意

欲や適性等を総合的に判断して、入学予定者を選考する。

11　入学予定者の発表

　⑴　入学予定者の発表は、令和３年１月15日（金）午前９時に、

当該中等教育学校において、受検番号を掲示して行う。

　⑵　中等教育学校長は、令和３年１月15日（金）午前９時から同

月19日（火）正午までの間に、入学予定者の選考結果を入学志

願者及び小学校長に通知するとともに、入学確約書の用紙を入

学予定者に配布する。

12　選考結果の口頭による開示請求

　⑴　選考結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成13年愛

媛県条例第41号）第29条第１項の規定に基づき、口頭により開

示請求をすることができる。

　⑵　口頭による開示請求をすることができる期間は、令和３年１

月15日（金）から１月間とする。

　⑶　口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であることを

確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日及び

国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する

休日を除く日の午前８時30分（１月15日（金）にあっては、午

前９時）から午後５時までの間に、志願先の中等教育学校で行

うこと。

　　　なお、電話、はがき等による請求はできない。

　⑷　開示内容については、次のとおりとする。

　　　調査書の記録並びに作文、適性検査及び面接の得点

13　入学予定者の手続等

　⑴　入学予定者の手続

　　ア　入学確約書の提出

　　　　入学予定者の保護者は、当該入学予定者の受検票を持参の

上、入学確約書を志願先中等教育学校長に提出しなければな

らない。入学確約書の提出期間は、令和３年１月15日（金）

の入学予定者の発表後から同月22日（金）午後４時まで（受

付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前９時から午後４

時まで）とし、この期間に提出がない場合には、入学の意思

がないものとして取り扱うものとする。

　　イ　入学予定者証明書の交付

　　　　中等教育学校長は、入学予定者の保護者から入学確約書の

提出があった場合、直ちに入学予定者証明書を交付するもの

とする。

　　　　また、中等教育学校長は、入学予定者の保護者に対し、入

学予定者の住所の存する市区町村（一部事務組合を含む。以

下同じ。）の教育委員会に、入学予定者を県立中等教育学校

へ就学させる旨を、交付された入学予定者証明書を添えて届

け出るよう、文書により周知するものとする。

　　ウ　入学の辞退

　　　　保護者の転勤等やむを得ない事情により、入学予定者が入

学を辞退しようとする場合、その保護者は、速やかに、入学

辞退届に当該入学予定者の受検票（入学予定者証明書を市区

町村の教育委員会へ提出していない場合は入学予定者証明書

を含む。）を添えて、志願先中等教育学校長に提出しなけれ

ばならない。

　⑵　入学予定者の欠員の補充

　　ア　中等教育学校長は、入学辞退その他の理由により入学予定

者に欠員を生じた場合には、その都度、あらかじめ定めた補

欠入学予定者を、優先順位の上位から順に、入学の意思を確

認の上、入学予定者とする。この場合において、入学意思の

確認は、小学校長を経て行うものとする。

　　イ　欠員の補充を実施する期間は、令和３年３月31日（水）ま

でとする。

　　ウ　欠員の補充の手続は、⑴の入学予定者の手続に準じて行

う。この場合において、中等教育学校長は、当該手続等につ

いて小学校長を経て通知するものとする。

14　その他

　⑴　既に納付した入学選考料は、一切返還しない。

　⑵　出願に関して、虚偽又は不正の事実が判明した場合は、中等

教育学校長は、当該児童に係る入学予定者の決定又は入学許可

を取り消すものとする。

　⑶　この要項に定めるもののほか、入学者選考に関し必要な事項

は、教育長が定める。

○愛媛県教育委員会告示第８号

　令和３年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学者選抜実施要項を

次のように定める。

　　令和２年10月20日

　　　　　　　　　　　　愛媛県教育委員会

　　　　　　　　　　　　　　教育長　田　所　竜　二

令和３年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学者選抜実施要

項

　令和３年度愛媛県県立特別支援学校の高等部の本科及び専攻科の

入学者の選抜は、この要項に基づいて実施する。

第１　募集人員

　　令和３年度県立特別支援学校の高等部の本科及び専攻科の第１

学年の募集人員は、別表のとおりとする。

第２　本科入学者選抜

　１　出願

　　⑴　出願資格

　　　　入学を志願できる者は、その障がいが学校教育法施行令

（昭和28年政令第340号）第22条の３の表に定める程度の者
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で、次のいずれかに該当するものとする。

　　　ア　令和３年３月末日までに特別支援学校の中学部、中学校

若しくは義務教育学校（以下「中学部等」という。）を卒

業する見込みの者又は中等教育学校の前期課程を修了する

見込みの者

　　　イ　中学部等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程を修

了した者

　　　ウ　中学部等を卒業した者と同等以上の学力があると認めら

れる者

　　⑵　出願期間

　　　　入学願書の提出期間は、令和３年１月26日（火）から２月

８日（月）までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除く

日の午前９時から午後４時まで（２月８日（月）にあっては、

午前９時から正午まで）とする。

　　　　なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

　　⑶　出願制限

　　　ア　入学志願者は、２以上の県立特別支援学校又は障がい部

門への出願をすることはできない。

　　　イ　入学志願者は、次のアからエまでのいずれかに該当する

場合を除いては、２以上の学科への出願をすることはでき

ない。

　　　　ア　２以上の学科を設置する県立特別支援学校（みなら特

別支援学校及び松山城北分校を除く。）の学科を志望す

る場合で、当該校の他の学科を第２志望とするとき。

　　　　イ　みなら特別支援学校及び松山城北分校の産業科を第１

志望及び第２志望とする場合で、みなら特別支援学校及

び松山城北分校の普通科を第３志望及び第４志望とする

とき。

　　　　ウ　みなら特別支援学校又は松山城北分校の産業科を第１

志望とする場合で、みなら特別支援学校及び松山城北分

校の普通科を第２志望及び第３志望とするとき。

　　　　エ　みなら特別支援学校及び松山城北分校の普通科を第１

志望及び第２志望とするとき。

　　⑷　出願手続

　　　ア　入学志願者は、入学願書に受検票を添えて、在籍又は出

身の中学部等又は中等教育学校の校長（以下「在籍中学部

等校長」という。）を経て（在籍及び出身の中学部等及び

中等教育学校のない場合にあっては、直接）、志願先の特

別支援学校の校長（以下「志願先校長」という。）に提出

しなければならない。

　　　イ　県外からの出願手続は、次のとおりとする。

　　　　ア　県外からの入学志願者は、アにより提出する書類に入

学志願理由書を添えて提出しなければならない。

　　　　イ　志願先校長は、入学志願理由書の提出があった場合

は、志願の理由が適当と認められた者について、速やか

に県外からの入学志願者受付承認願２部を愛媛県教育委

員会教育長（以下「教育長」という。）に提出し、承認

を受けるものとする。

　２　報告書

　　⑴　在籍中学部等校長は、次の報告書を、令和３年２月９日

（火）午前９時から同月18日（木）午後４時までの間に、志

願先校長に提出するものとする。

　　　ア　調査書

　　　イ　健康診断票

　　　ウ　眼科診断票（松山盲学校の入学志願者に限る。）

　　　　なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

　　⑵　在籍中学部等校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を

提出できないときは、その事情を記した事由書及び当該報告

書に代わる参考資料を添えて提出するものとする。

　　⑶　志願先校長は、報告書の内容について、必要があれば在籍

中学部等校長に説明を求めることができる。

　３　学力検査

　　　普通科以外の学科の入学志願者に対して、次により学力検査

を行う。

　　⑴　検査教科

　　　　当該特別支援学校の校長（以下「特別支援学校長」という。）

が、学校の実態に応じて決定する。

　　⑵　検査問題

　　　　令和３年度の愛媛県県立高等学校等の入学者等の選抜に係

る学力検査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の期日

及び合格者の発表の日について（令和２年５月22日愛媛県教

育委員会公告）２⑴イア及び令和３年度の愛媛県県立高等学

校等の入学者等の選抜に係る学力検査の出題範囲の縮小につ

いて（令和２年９月11日愛媛県教育委員会公告）２に定める

ところによる。

　　⑶　期日及び日程

　　　　検査期日は、令和３年３月４日（木）とし、その日程につ

いては、特別支援学校長が定める。

　　⑷　検査場

　　　　検査場は、志願先の特別支援学校（志願先が松山城北分校

の場合にあっては、みなら特別支援学校）とする。

　４　面接及び適性検査

　　⑴　面接

　　　　入学志願者全員に対して、面接を行う。

　　⑵　適性検査

　　　ア　特別支援学校長が、学科の特色から判断して必要と認め

る学科の入学志願者に対して行う。

　　　イ　内容は、特別支援学校長が学科の特色に応じて決定す

る。

　　⑶　期日及び日程

　　　　学力検査の検査期日と同じ日とし、その日程については、

特別支援学校長が定める。

　　⑷　検査場

　　　　検査場は、志願先の特別支援学校（志願先が松山城北分校

の場合にあっては、みなら特別支援学校）とする。

　５　入学者の選抜方法

　　　特別支援学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び

適性検査の結果を資料とし、当該学校、学科等の特色を踏まえ

て、その教育を受けるに足る能力、適性等を総合的に判定して

入学者を選抜する。

　６　合格者の発表

　　　合格者の発表は、令和３年３月19日（金）午前10時に、当該

特別支援学校（松山城北分校にあっては、みなら特別支援学校）

において、受検番号を掲示して行う。

　７　学力検査結果の口頭による開示請求

　　⑴　学力検査の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平
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成13年愛媛県条例第41号）第29条第１項の規定に基づき、口

頭により開示請求をすることができる。

　　⑵　口頭による開示請求をすることができる期間は、令和３年

３月19日（金）から１月間とする。

　　⑶　口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規

定する休日を除く日の午前９時（３月19日（金）にあって

は、午前10時）から午後５時までに、志願先の特別支援学校

（志願先が松山城北分校の場合にあっては、みなら特別支援

学校）で行うこと。

　　　　なお、電話、はがき等による請求はできない。

　　⑷　開示内容については、次のとおりとする。

　　　　学力検査の教科別得点とその合計得点

第３　専攻科入学者選抜

　１　出願

　　⑴　出願資格

　　　　入学を志願できる者は、その障がいが学校教育法施行令第

22条の３の表に定める程度の者で、次のいずれかに該当する

ものとする。

　　　ア　令和３年３月末日までに特別支援学校の高等部、高等学

校又は中等教育学校（以下「高等部等」という。）を卒業

する見込みの者

　　　イ　高等部等を卒業した者又はこれと同等以上の学力がある

と認められる者

　　⑵　出願期間

　　　　本科入学者選抜の場合に準ずる。

　　⑶　高等部本科との併願

　　　　入学志願者は、松山盲学校の高等部本科のいずれかの学科

を第２志望とすることができる。

　　⑷　出願手続

　　　ア　入学志願者は、入学願書に受検票を添えて、在籍又は出

身の高等部等の校長（以下「在籍高等部等校長」という。）

を経て（在籍及び出身の高等部等のない場合にあっては、

直接）、松山盲学校長に提出しなければならない。

　　　イ　県外からの出願手続は、本科入学者選抜の場合に準ず

る。

　２　報告書

　　⑴　在籍高等部等校長は、次の報告書に、入学志願者の卒業証

明書又は卒業見込み証明書を添えて、令和３年２月９日（火）

午前９時から同月18日（木）午後４時までに、松山盲学校長

に提出するものとする。

　　　ア　調査書

　　　イ　健康診断票

　　　ウ　眼科診断票

　　　　なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

　　⑵　在籍高等部等校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を

提出できないときは、その事情を記した事由書及び当該報告

書に代わる参考資料を添えて提出するものとする。

　　⑶　松山盲学校長は、報告書の内容について、必要があれば在

籍高等部等校長に説明を求めることができる。

　３　学力検査

　　　入学志願者全員に対して、次により学力検査を行う。

　　⑴　検査教科

　　　　松山盲学校長が、学科の特色に応じて決定する。

　　⑵　検査問題

　　　　令和３年度の愛媛県県立高等学校等の入学者等の選抜に係

る学力検査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の期日

及び合格者の発表の日について（令和２年５月22日愛媛県教

育委員会公告）２⑴イイに定めるところによる。

　　⑶　期日及び日程

　　　　検査期日は、令和３年３月４日（木）とし、その日程につ

いては、松山盲学校長が定める。

　　⑷　検査場

　　　　検査場は、松山盲学校とする。

　４　面接及び適性検査

　　⑴　面接

　　　　入学志願者全員に対して、面接を行う。

　　⑵　適性検査

　　　ア　松山盲学校長が、学科の特色から判断して必要と認める

学科の入学志願者に対して行う。

　　　イ　内容は、松山盲学校長が、学科の特色に応じて決定する。

　　⑶　期日及び日程

　　　　学力検査の検査期日と同じ日とし、その日程については、

松山盲学校長が定める。

　　⑷　検査場

　　　　検査場は、松山盲学校とする。

　５　入学者の選抜方法

　　　松山盲学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び適

性検査の結果を資料とし、学科の特色を踏まえて、その教育を

受けるに足る能力、適性等を総合的に判定して入学者を選抜す

る。

　６　合格者の発表

　　　合格者の発表は、令和３年３月19日（金）午前10時に、松山

盲学校において、受検番号を掲示して行う。

　７　学力検査結果の口頭による開示請求

　　　本科入学者選抜の場合に準ずる。

第４　その他

　　この要項に定めるもののほか、入学者選抜に関し必要な事項

は、教育長が定める。
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別表　令和３年度愛媛県県立特別支援学校高等部募集人員　

学　　校　　名 学　科　名 募集人員

松 山 盲 学 校

本 科

普 通 科 8

保健理療科 8

専 攻 科 理 療 科 8

松 山 聾
ろう

学 校 本 科

普 通 科 8

理 容 科 8

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 本 科 普 通 科 24

み な ら 特 別 支 援 学 校 本 科

普 通 科 60

産 業 科 16

み な ら 特 別 支 援 学 校 松 山 城 北 分 校 本 科

普 通 科 16

産 業 科 8

今 治 特 別 支 援 学 校 本 科

普 通 科 50

産 業 科 16

宇 和 特 別 支 援 学 校
( 聴 覚 障 が い 部 門 )

本 科 普 通 科 8

宇 和 特 別 支 援 学 校
( 知 的 障 が い 部 門 )

本 科

普 通 科 30

産 業 科 16

宇 和 特 別 支 援 学 校
( 肢 体 不 自 由 部 門 )

本 科 普 通 科 8

新 居 浜 特 別 支 援 学 校 本 科

普 通 科 32

産 業 科 8

新 居 浜 特 別 支 援 学 校 川 西 分 校 本 科 普 通 科 8

計 340
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令和２年10月20日　発行

選挙管理委員会告示

○愛媛県選挙管理委員会告示第44号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

　　令和２年10月20日

　　　　　　　　　　　　愛媛県選挙管理委員会

� 委員長　大　塚　岩　男　　　　　

１　直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

　⑴　選挙権を有する者の総数� 1,152,164	

　⑵　選挙権を有する者の総数の50分の１の数� 23,044

　⑶　80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１

を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数� 244,021

２　県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選　挙　区　別
選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の40万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と40万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 43,341 14,447

南 宇 和 郡 18,402 6,134

松山市・上浮穴郡 435,458 139,243

今 治 市 ・ 越 智 郡 138,145 46,049

宇和島市・北宇和郡 75,902 25,301

八幡浜市・西宇和郡 36,830 12,277

新 居 浜 市 99,279 33,093

西 条 市 90,758 30,253

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 50,178 16,726

伊 予 市 31,046 10,349

四 国 中 央 市 72,727 24,243

西 予 市 31,937 10,646

東 温 市 28,161 9,387


